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全世代対応型の持続可能な社会保障制度を構築するための健康保険法等の一部を改正する法律案の概要について

玄r゛『

全世代対応型の持続可能な社会保障制度を構築するため、出産育児一時金に係る後期高齢者医療制度からの支援金の導入、後期高齢者医療制度
における後期高齢者負担率の見直し、前期財政調整制度における報酬調整の導入、医療費適正化計画の実効性の確保のための見直し、かかりっけ
医機能が発揮される制度整備、介護保険者による介護情報の収集ヰ尉共等に係る事業の創設等の措置を講ずる。

趣旨

改正の概要

1,こども.子育て支援の拡充【健康保検法、船§保険法、国膝康保険法、高齢者.医療.確保'.関す'法律割
①出産育児一時金の支給額を引き上げる(※)とともに、支給費用の一部を現役世代だけでなく後期高齢者医療制度も支援する仕組みとする。
(※)42万円→50万円に令和5年4月から引き上げ(政令)、出産費用の見える化を行う。

②産前産後期間における国民健康保険料(税)を免除し、その免除相当額を国・都道府県・市町村で負担することとする。

2.高齢者医療を全世代で公平に支え合うための高齢者医療制度の見直し惟畿、硫淘
①後期高齢者の医療給付費を後期高齢者と現役世代で公平に支え合うため、後期高齢者負担率の設定方法にっいて、「後期高齢者一人当たりの保険料」と「現役世
代一人当たりの後期高齢者支援金」の伸び率が同じとなるよう見直す。
②前期高齢者の医療給付費を保険者間で調整する仕組みにおいて、被用者保険者においては報酬水準に応じて調整する仕組みの導入等を行う。
健保連が行う財政が厳しい健保組合への交付金事業に対する財政支援の導入、被用者保険者の後期高齢者支援金等の負担が大きくなる場合の財政支援の拡充を
行う。

3.医療保険制1度の基盤強化等【健餓、"憾、.髄高磁制
①都道府県医療費適正化計画にっいて、計画に記載すべき事項を充実させるとともに、都道府県ごとに保険者協議会を必置として計画の策定・評価に関与する仕組
みを導入する。また、医療費適正化に向けた都道府県の役割及び責務の明確化等を行う。計画の目標設定に際しては、医療・介護サービスを効果的'効率的に組み
合わせた提供や、かかりつけ医機能の確保の重要性に留意することとする。
②都道府県が策定する国民健康保険運営方針の運営期間を法定化(6年)し、医療費適正化や国保事務の標準化・広域化の推進に関する事項等を必須記載とする。
③経過措置として存続する退職被保険者の医療給付費等を被用者保険者間で調整する仕組みにっいて、対象者の減少や保険者等の負担を踏まえて廃止する。

4.医療・介護の連携機能及び提供体制1等の基盤強イヒ【地域における医療及ぴ介護の総合的な確保の促進に関する法律、医療法、介護保険法、高確法制
①かかりっけ医機能にっいて、国民への情報提供の強化や、かかりっけ医機能の報告に基づく地域での協議の仕組みを構築し、協議を踏まえて医療'介護の各種計
画に反映する。

②医療.介護サービスの質の向上を図るため、医療保険者と介護保険者が被保険者等に係る医療・介護情報の収集・提供等を行う事業を一体的に実施することとし、
介護保険者が行う当該事業を地域支援事業として位置付ける。
③医療法人や介護サービス事業者に経営情報の報告義務を課した上で当該情報に係るデータベースを整備する。
④地域医療連携推進法人制度にっいて一定の要件のもと個人立の病院等や介護事業所等が参加できる仕組みを導入する。
⑤出資持分の定めのある医療法人が出資持分の定めのない医療法人に移行する際の計画の認定制度にっいて、期限の延長(令和5年9月末→令和8年12月末)等
を行う。

施行期日

令和5年2月24日第96回社会保障審議会医療部会資料1(抜粋)

令和6年4月1日け二だし、3①の一部及び4⑤は公布日、4③の一部は令和5年8月1日、1②は令和6年1月1日、3①の一部及ぴ4①は令和7年4月1日、4③の一部は公布後3年
以内に政令で定める日、4②は公布後4年以内に政令で定める日)



1.こども・子育て支援の拡充

出産育児一時金につぃて、出産費用の見える化を行いつつ、42万円→50万円に増額をおこなっナニ(令和5年4月)。また、少子化を克服し、
子育てを全世代で支援する観点から、後期高齢者医療制度が出産一時金に係る費用の一部を支援する仕組みを導入する(令和6年4月
1日施行)。

■よ

現役世代・後期高齢者の保険料負担に応じて、現役保険者・後期高齢者医療制度
で出産育児一時金を按分

後期高齢者医療の所要保険料(1.7兆円)÷全医療保険制度計の所要保険料(24.4兆円)・フ%

※高齢者負担の激変緩和の観点から、令和6・7年度の負担額はν2とする。

罰△(フ%

旦充当方法
・支給見込みに応じて概算で支援を受け、支給実績を踏まえて確定(概算との精算)

を行う仕組みとする。

・保険者の事務簡素化のため後期高齢者支援金と相殺する。
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被保険者

出産育児一時金に充当

【対象医療機関】
直接支払制度の医療機関

【公表事項】

①医療機関等の特色(機能や運営体制等)
②室料差額や無痛分娩の取扱い等のサービス内容
③医療機関での分娩費用・室料差額等の内容(価格等)の公表方法
④平均入院日数や出産費用、妊婦合計負担額等の平均値に係る情報

【公表方法】
新たに設ける「見える化」のためのHPで医療機関等ごと

被保険者 被保険者
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2.高齢者医療を全世代で公平に支え合うための高齢者医療制度の見直し(高齢者負担率の見直し)

デー『

現行の高齢者負担率の設定方法は現役世代の減少のみに着目しており、制度導入以降、現役世代の負担(後期高齢者医療支援金)
が大きく増加し2025年度までに団塊の世代が後期高齢者になる中で、当面その傾向が続く。高齢者世代・現役世代のそれぞれの人口
動態に対処できる持続可能な仕組みとするとともに、当面の現役世代の負担上昇を抑制するため、「後期高齢者一人当たり保険料」と
「現役世代一人当たり後期高齢者支援金」の伸び率が同じになるよう、高齢者負担率の設定方法見直しを行う(令和6年4月1日施行)。

後期高齢者医療における保険料は、高齢化等による医療
費の増加を反映して、2年に1度引き上げ。

旦激変緩和
・出産一時金に対する高齢者の支援を令和6・7年度は

ν2とする。
・約6割の方(年金収入153万円相当以下)ほ制度改正

に伴う負担の増加が生じないようにする。

・約12%の方(年金収入211万円相当以下)は令和6年度
は制度改正に伴う負担の増加が生じないようにする。

' テ官しについて

■ムロの

(2024年度)

i しに るU政・

80万円

<今恒M敢正に伴う保険ネ斗負担d)あり方の見噴しのイメージ>
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【激宝繰和措■の内専】
Φ出産育児一時金に対する高悦者の支擢き令和6・7年塵はν2とし、費担増竜抑罰
血所痔にかかわらす睡所^方も負担する定韻葺分ι均等劃jは.割度改正に伴う増加が

生じないよう対応.

き聶棚に防Uて負鈿する定宰郁分(所尋割)は、一定以下の所桐の方(年量般コ、153万円
~211万円相当以下の方)き封叡に令和6年度{ネ制度改圧に弊う増加が生しないよう

応.
3年収釣10m万円き酷える方を対象とする鳶鼻隈度韻(係険料負担Φ年閣上尾佃)の引

き上げは、段青釣に實萎(令和6年度は73万円、令和7年凄は80万円)
,,'令和6年度に斬たに75歳に劉遷する方は④の激實鰻和擶無の封象外
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後期高齢者一人当たりの保険料と現役世代一人当たりの支援金の

伸び率には開きがある。長期的には、高齢者人口の減少局面に英
いても、高齢者負担率が上昇し続けてしまう構造。
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2.高齢者医療を全世代で公平に支え合うための高齢者医療制度の見直し(前期高齢者財政調整)

蜜

保険者間における前期高齢者の給付費の調整については現在「加入者数に応じた調整」を実施しているが、負担能力に応じた負担の観
点から、被用者保険間では現行の調整に加え、部分的(導入範囲はV3)に「報酬水準に応じた調整」(報酬調整)を導入(令和6年4月1日
施行)。あわせて、現役世代の負担をできる限り抑制し、企業の賃上げ努力を促進する形で、既存の支援を見直すとともに更なる支援を
イテう。

【報酬調整導入に伴う前期高齢者紬付金の増減イメージ】
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》健保組合に対し、高齢者負担率の見直し(▲290憶円)も踏まえつつ、企業の賃上げ努力を促進
する形で、既存の支援を見直すとともに国費による更なる支援(国費+430憶円)を行う。これによ

の差

1晶妾ι,,、"辛報M"、卓が゛い、岨冉等

り、高齢者負担率の見直しと合わせた

,ノ.ノノ

前期高齢者1人当たり給付費を使用することで、小

規模な保険者においては、高額な医療費を必要とす
る前期高齢者の有無によって毎年度の給付費水準
が大きくぱらつき、それにより前期高齢者納付金の
変動が大きくなることが課題となる。これに対応する
ため、前期高齢者納付金の計算において複数年(3
年)平均給付費を用いることとする。

》報酬調整の導入に伴う導入部分に係る協会けんぽへの国保補助の廃止等により、国費は

額世30憶田となる。

》近年、協会けんぽの報酬水準が上昇していることから保険料負担は増加する見通しとなっている
が、協会けんぽの平均報酬は、平成28年以前は13年間、被用者保険全体の平均報酬に比べ、
国保補助率16.4%以上下回っており、こうした状況下では保険料負担は減少となる。
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4.医療・介護の連携機能及び提供体制等の基盤強化

r--E

在宅を中心に入退院を繰り返し、最後は看取りを要する高齢者を支えるため、かかりつけ医機能が発揮される制度整備・各種計画との連
携・情報基盤の整備により、かかりつけ医機能を有する医療機関を中心とした患者に身近な地域における医療・介護の水平的連携を進
め、「地域完結型」の医療・介護提供体制を構築する。そのために、関係法律を一体的に改正する。
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かかりつけ医機能が発揮される制度整備の骨格

rイ..,

0国民・患者はその二ーズに応じて医療機能情報提供制度等を活用して、かかりつけ医機能を有する医療機関を選択して利用。
0医療機関は地域の二ーズや他の医療機関との役割分担・連携を踏まえつつ、かかりつけ医機能の内容を強化。

国民・患者の医療二ーズ

日常的によくある疾患への幅広い対応

休日・夜間の対応

入院先の医療機関との連携、退院時の受入

在宅医療

等介護サービス等との連携

国民・患者から見て、一人ひとりが受ける医療サー
ビスの質の向上につながるものとする必要がある
ことから、

.国民・患者が、その二ーズに応じてかかりつけ医機能を
有する医療機関を適切に選択できるための情報提供を
強化し、

・地域の実情に応じて、各医療機関が機能や専門性に
応じて連携しつつ、自らが担うかかりつけ医機能の内容
を強化することで、地域において必要なかかりつけ医機
能を確保するための制度整備を行う。

6

医療機能情報提供制度の刷新

・医療機関は、国民・患者による医療機関の選択に役立つわ
かりやすい情報及び医療機関間の連携に係る情報を都道府
県知事に報告
@情報提供項目の見直し
田全国統一のシステムの導入

制度整備の内容

かかりつけ医機能報告による
機能の確保

・慢性疾患を有する高齢者等を地域で支えるために必要なか
かりつけ医機能について、医療機関から都道府県知事に報

・都道府県知事は、報告をした医療機関が、かかりつけ医機
能の確保に係る体制を有することを確認し、外来医療に関

する地域の関係者との協議の場に報告するとともに、公表
(※) 0

・あわせて、外来医療に関する地域の協議の場で「かかりつ
け医機能」を確保する具体的方策を検討・公表。

^0

※医師によの継続的潅管理が必要と判断される患者に対して、医療機関が、

提供するかかりつけ医機能の内容を説明するよう努めることとする。

◆
◆
◆
◆
◆




